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コーポレート 

ガバナンス 

●2005年4月より、長期的な利益ある成長を目的とした3ヵ年計画「日
産バリューアップ」に取り組み始めました。日産はさまざまな課題に

挑み、2005年度は過去最高益とグローバル自動車業界トップレベ
ルの売上高営業利益率を達成しました。 

●日産独自の経営手法「日産マネジメントウェイ」をより高めた、日産

にとっての新たな経営資産「日産ウェイ」が展開されました。基本は、

つねにお客さまに焦点を当て、お客さまから出発し、継続的に価 

値を創出しながら業績向上を果たす活動を行っていくことです。

2006年度からすべての日産社員がこの価値に確信を持って行動
していきます。 

投下資本利益率（自動車事業） 

インフィニティブランドの導入国数 

年間配当金 

個人株主数 

株価収益率（PER） 

ボラティリティ（株価変動率） 

管理職に占める女性の割合 

障害者雇用率（日本） 

研究開発費（売上高比率） 

設備投資 

災害支援時の会社からの支出 

法人税等の支払額 

燃費向上 

省エネルギーの推進 

日産車がかかわる1万台あたりの死亡・ 
重傷者数（日本） 

サプライヤーの「ISO14001」または環境省
「エコアクション21」認証取得率（日本） 

日本の販売会社のカーライフ・アドバイザー

人数における女性の割合 

日本の販売会社のテクニカル・アドバイザー

人数における女性の割合 

20.1％  

10.0％  

10ヵ国 

3％  

7％ 

24円/株 

190,770人 

9.7

20.0％ 

日本 

3.0％ 20.9％ 6.2％ 

約1.9％ 

4,476億円（4.7％） 

4,750億円（5.0％） 

95％以上 

北米 欧州 日本 北米 欧州 

2.3％ 20.0％ 5.1％ 

約1.9％ 

3,981億円（4.6％） 

4,775億円（5.6％） 

95％以上 

1億2,070万円 
（日産自動車（株）単独。スマト
ラ沖地震関連支援。2005年度
にかけて拠出） 

1,923億円 

ガソリン貨物自動車・

ディーゼル車燃費基準は

全区分で達成。ガソリン

乗用車は7区分中4区分
で達成 

244万t-CO2

2004年（1～12月）は 
1995年比で27％減少 

1,000万円 
（日産自動車（株）単独） 

6,239万円 
（北米日産 カトリーナ被災地） 

2,291億円 

燃費目標はほぼ達成（ガソリ

ン乗用車は8区分中1区分を
除き達成。ガソリン商用車は

13区分中4区分を除き達成。
ディーゼル車は全区分達成） 

231万t-CO2

29円/株 

218,620人 

12.2

16.5％ 

11ヵ国 

5％ 

13％ 

19.4％ 

9.2％  連結営業利益率 

コンプライアンス体制の整備と 

地域別行動規範の展開 

2005～2007年度の3年間平均で、 
20％以上を確保 

中国、ロシア、欧州、日本などに順次導入を

検討 

2007年度末までに10％にする 

2007年度末までに20％にする 

2006年度に34円、2007年度に40円以上 

さらなる増加を目指す 

業界内競合他社と比較して適切なレベルを
維持 

可能な限りボラティリティを抑制 

2007年度末までに5％にする（日本） 

日本の法定雇用率（1.8％以上）を維持する 

全度数率（日本） 0.26％ 0.18％ 
自動車メーカー内でトップレベル（0.30％）を
維持する ※詳細は39ページ参照 

売上高の4.5％～5％程度の投資を継続 

2006年度は売上高の5.5％を見込んでいる 

仕入先への「ISO14001」認証取得を要請
（日本） 

迅速な初動支援を行うとともに、地域復興に

長期的に役立つ活動に力を入れる 

適切な納税を行い、事業を行っている 

地域の発展に貢献する 

グローバル生産拠点のCO2排出量の削減 

※対象範囲については62ページ参照 

2010年度ガソリン車、2005年度ディーゼル
車燃費基準の早期達成(日本）  

【目標】2005年を目標に新基準を達成 
（ニッサン・グリーン プログラム2005の目標
値より） 

2005～2007年度の毎年度、グローバル自
動車業界トップレベルを維持 

全日産グループで体制整備と地域別行動規

範を展開し、定期的な社員教育を実施 

日米欧での体制整備と規

範展開：2004年度に完了 
一般海外地域での体制整

備と規範展開：約70％実施 

2005年（1～12月）は
公開され次第集計予定 

日本において2015年までに半減（1995年
比）。ゴールは死亡・重傷者数ゼロを目指す 

●2005年10月、日本・米国・欧州において、お客さまからクルマの品
質に関してご指摘いただいた箇所などをスピーディに分析・解決す

るための専門部署を立ち上げました。設計、開発、品質など各部門

の担当者やサプライヤーが一堂に会して取り組みます。 

●日本において「LV認定店」の数を拡大しています。LV認定店とは、
福祉車両の専門知識を備えたスタッフの配備と、LVの実車を展示し、
さらにバリアフリー設計が導入された店舗です。2005年度末で認
定店数は356店舗、同スタッフ数は2,822名となり、2004年度の約
1.5倍となっています。 

※LV：ライフケアビークル（福祉車両） 

●決算情報の開示方法について、情報のクオリティを向上させるため、

決算発表時に詳細説明の時間枠を新設したり、世界各地を訪問し、

アナリストの皆さまとの対話の機会を増やすなど、IR活動の強化・
改善を図りました。 

●2001年度に11万4,000人だった個人株主数が、2005年度には、
対前年度比14%増の21万8,000人となりました。2006年1月には、
東京証券取引所から個人株主数を大幅に増やし、証券市場の裾野

の拡大に貢献したことが評価され、「第4回個人株主拡大表彰」に
選定されました。 

●社内のコミュニケーションを促進し、情報の共有や効率的なプロ 

ジェクトの推進をうながすツールとして、グローバルにシステム統

合されたイントラネット「WIN」を2005年より本格稼働しました。 

●日産におけるダイバーシティ（多様性）を生かす取り組みを推進す

るため、2004年10月に日本に発足した「ダイバーシティ ディベロッ
プメント オフィス」と、北米や欧州の「ダイバーシティ・クロスファン

クショナル・チーム」が中心となり、世界各地域に応じたテーマでダ

イバーシティを推進しています。 

●日産とサプライヤーが中長期的な計画をベースに新たなプロジェ

クトを組むことで、商品開発のより早い段階からサプライヤーに参

画していただく「プロジェクトパートナー制度」がスタートしました。 

●2008年までに外部調査機関によるお客さま満足度調査で、世界各
地域で業界トップグループとなることを目標としました。2005年度
は、日本、北米、欧州、中国、東南アジアなど、25ヵ国の約半分の国々
で、トップ3にランクインしました。 

●2004年12月に発生したインドネシア・スマトラ沖地震に対し、緊急
初動支援に加え、義援金の多くを被災地の長期的な復興活動に充

てました。現地の実態をできるだけ正確に把握し、現地の活動団体

とのパートナーシップにより、本当に必要とされているさまざまな復

興支援活動を行いました。 

●2005年8月に発生したハリケーンカトリーナの被災地に対し、北米
日産会社は、緊急救援活動として義援金と援助物資を提供しました。

また、被災地の住宅建設に尽力しているNGOに大型トラック「タイ
タン」50台を提供しました。他のグループ各社においても社員によ
る支援活動や募金などを行いました。 

●自然エネルギーの利用：英国では、工場内に6基風力発電設備を導
入し、2005年11月より稼働を開始しました。これにより工場内の
電力使用量の約5％の電力を賄うことができます。日本では、神奈
川県横浜市が風力発電施設を設置する事業に、横浜市に工場を持

つ企業としてパートナー協賛することを決定しました。 

●自動車リサイクル法への対応（日本）：日産自動車の2005年1～3
月のシュレッダーダストの再資源化率は、64.0％（リサイクル実効率
93.4％相当）となり、2005年度法定基準の30％はもとより、2010
年度の基準（50%）も大幅に上回りました。また、エアバッグ類の再
資源化率も、法定基準85％を上回る95％を達成しました。 

●日産は「クルマが人を守る」という、より高度で積極的な安全の考

え方、「セーフティ・シールド」に基づく技術開発を進めています。こ

れはクルマがおかれている状態を、「危険が顕在化していない」状

態から「衝突後」に至るまで広くとらえ、それぞれの状態において発

生する危険要因に対して最適なバリア機能を働かせ、少しでも危険

に近づけないようサポートするという考え方です。2005～2007年
度の3年間で新しい安全技術を10件投入します。 

●実際の事故により近い状況が再現できる「日産先進衝突実験場」が

2005年7月に完成しました。主に車両同士の衝突事故における安
全性の向上と、横転事故における乗員保護性能の向上を目的とし

ています。 
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るための専門部署を立ち上げました。設計、開発、品質など各部門

の担当者やサプライヤーが一堂に会して取り組みます。 

●日本において「LV認定店」の数を拡大しています。LV認定店とは、
福祉車両の専門知識を備えたスタッフの配備と、LVの実車を展示し、
さらにバリアフリー設計が導入された店舗です。2005年度末で認
定店数は356店舗、同スタッフ数は2,822名となり、2004年度の約
1.5倍となっています。 

※LV：ライフケアビークル（福祉車両） 

●決算情報の開示方法について、情報のクオリティを向上させるため、

決算発表時に詳細説明の時間枠を新設したり、世界各地を訪問し、

アナリストの皆さまとの対話の機会を増やすなど、IR活動の強化・
改善を図りました。 

●2001年度に11万4,000人だった個人株主数が、2005年度には、
対前年度比14%増の21万8,000人となりました。2006年1月には、
東京証券取引所から個人株主数を大幅に増やし、証券市場の裾野

の拡大に貢献したことが評価され、「第4回個人株主拡大表彰」に
選定されました。 

●社内のコミュニケーションを促進し、情報の共有や効率的なプロ 

ジェクトの推進をうながすツールとして、グローバルにシステム統

合されたイントラネット「WIN」を2005年より本格稼働しました。 

●日産におけるダイバーシティ（多様性）を生かす取り組みを推進す

るため、2004年10月に日本に発足した「ダイバーシティ ディベロッ
プメント オフィス」と、北米や欧州の「ダイバーシティ・クロスファン

クショナル・チーム」が中心となり、世界各地域に応じたテーマでダ

イバーシティを推進しています。 

●日産とサプライヤーが中長期的な計画をベースに新たなプロジェ

クトを組むことで、商品開発のより早い段階からサプライヤーに参

画していただく「プロジェクトパートナー制度」がスタートしました。 

●2008年までに外部調査機関によるお客さま満足度調査で、世界各
地域で業界トップグループとなることを目標としました。2005年度
は、日本、北米、欧州、中国、東南アジアなど、25ヵ国の約半分の国々
で、トップ3にランクインしました。 

●2004年12月に発生したインドネシア・スマトラ沖地震に対し、緊急
初動支援に加え、義援金の多くを被災地の長期的な復興活動に充

てました。現地の実態をできるだけ正確に把握し、現地の活動団体

とのパートナーシップにより、本当に必要とされているさまざまな復

興支援活動を行いました。 

●2005年8月に発生したハリケーンカトリーナの被災地に対し、北米
日産会社は、緊急救援活動として義援金と援助物資を提供しました。

また、被災地の住宅建設に尽力しているNGOに大型トラック「タイ
タン」50台を提供しました。他のグループ各社においても社員によ
る支援活動や募金などを行いました。 

●自然エネルギーの利用：英国では、工場内に6基風力発電設備を導
入し、2005年11月より稼働を開始しました。これにより工場内の
電力使用量の約5％の電力を賄うことができます。日本では、神奈
川県横浜市が風力発電施設を設置する事業に、横浜市に工場を持

つ企業としてパートナー協賛することを決定しました。 

●自動車リサイクル法への対応（日本）：日産自動車の2005年1～3
月のシュレッダーダストの再資源化率は、64.0％（リサイクル実効率
93.4％相当）となり、2005年度法定基準の30％はもとより、2010
年度の基準（50%）も大幅に上回りました。また、エアバッグ類の再
資源化率も、法定基準85％を上回る95％を達成しました。 

●日産は「クルマが人を守る」という、より高度で積極的な安全の考

え方、「セーフティ・シールド」に基づく技術開発を進めています。こ

れはクルマがおかれている状態を、「危険が顕在化していない」状

態から「衝突後」に至るまで広くとらえ、それぞれの状態において発

生する危険要因に対して最適なバリア機能を働かせ、少しでも危険

に近づけないようサポートするという考え方です。2005～2007年
度の3年間で新しい安全技術を10件投入します。 

●実際の事故により近い状況が再現できる「日産先進衝突実験場」が

2005年7月に完成しました。主に車両同士の衝突事故における安
全性の向上と、横転事故における乗員保護性能の向上を目的とし

ています。 
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